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環境 

イ リサイクル・廃棄物 

実施予定時期 規制改革3か年計画（改定） 

平成14年度 実施予定時期 事項名 措置内容 

上半期 下半期 

平成15年

度 

前倒し内容等 

13年度 14年度 15年度 

廃棄物の処理及び清掃に関する

法律（昭和45年法律第137号）(以下

「廃棄物処理法」という。)を始め

とする諸制度について、国、地方公

共団体、排出事業者、製造業者及び

排出者の適正な役割分担に十分留

意の上、以下の検討を行い結論を出

す。 

       ①廃棄物の定

義・区分、業許

可、施設許可、

拡大生産者責

任等に係る検

討 

（環境省、国土交

通省、経済産業

省） ｂ 廃棄物の発生の抑制、リサイク

ルしやすい製品の生産等に係る

拡大生産者責任につき、従来導入

されていなかった分野について

導入を図るとともに、既に導入さ

れている分野については、その強

化を図ることを検討する。また、

デポジット制の導入及び３Ｒの

促進に関する規格や基準（環境Ｊ

措置   （環境省） 

国等による環境物品等の調達の推進等に関す

る法律（平成12年法律第100号）に基づき、環境

負荷の少ない製品やサービスに関する情報提供

の強化・拡充を図るため、平成14年８月13日か

ら環境省ホームページにおいて環境ラベル等デ

ータベースの本格提供を開始した。また、情報

提供体制の在り方について引き続き検討を進め

る。 

検討 結論  
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実施予定時期 規制改革3か年計画（改定） 

平成14年度 実施予定時期 事項名 措置内容 

上半期 下半期 

平成15年

度 

前倒し内容等 

13年度 14年度 15年度 

 促進に関する規格や基準（環境Ｊ

ＩＳ、国等による環境物品等の調

達の推進等に関する法律（平成12

年法律第100号）の情報提供措置

等）の早急な拡大についても検討

する。 

結論 

措置に着手 

   （経済産業省） 

 平成14年４月、日本工業標準調査会において、

環境ＪＩＳ策定中期計画を含む「環境ＪＩＳの

策定促進のアクションプログラムについて」を

とりまとめた。今後、本計画をベースに、環境・

資源循環に資するＪＩＳの策定等に取り組む。 

   

 c  不法投棄跡地等の修復対策に関

し、費用負担、責任分担を明確化

し、技術開発の促進や環境修復ビ

ジネスの促進のための措置等を

講ずる。 

結論   （環境省） 

学識経験者等からなる「不法投棄防止及び原

状回復に関する懇談会」において、平成14年７

月に検討結果のとりまとめを行った。 

 

検討 結論  
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ウ 地球温暖化 

実施予定時期 規制改革3か年計画（改定） 

平成14年度 実施予定時期 事項名 措置内容 

上半期 下半期 

平成15年

度 

前倒し内容等 

13年度 14年度 15年度 

下記により、総合的な対策を実施

する。 

 

（第154回国会に関係法案提出） 

    一部措

置済 

逐次実施 

措置   （農林水産省） 

 製材工場残材、建設発生木材等の未利用木質

資源のエネルギー化を促進するため、木質バイ

オマス発電施設や木質ペレット製造施設等の整

備等に対する助成措置を、平成14年度予算で実

施。 

  

①温室効果ガス

の発生削減 

（環境省、経済産

業省、国土交通

省、農林水産省、

財務省、関係府

省） 

ｅ 新エネルギーの導入基準制度

（ＲＰＳ：Renewables Portfolio 

Standard）等の措置も含め各種新

エネルギー対策を強力に推進す

る。 

【新エネルギー利用等の促進に関

する特別措置法施行令の一部を

改正する政令（平成14年政令第15

号）】 

 

一部措置 

 

 

 

一部措置 

逐次実施 

 

 

 

逐次実施 

 

 

 

（経済産業省） 

電気事業者による新エネルギー等の利用に関す

る特別措置法の制定。（平成14年６月７日公布） 

（内閣官房、警察庁、総務省、経済産業省、国

土交通省、環境省） 

燃料電池自動車の政府率先導入、安全性の確保

を前提とした燃料電池に係る包括的な規制の再

点検等について、関係省庁の緊密な連携を図る

ため、燃料電池実用化に関する関係省庁連絡会

議を設置。（平成14年５月15日） 
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実施予定時期 規制改革3か年計画（改定） 

平成14年度 実施予定時期 事項名 措置内容 

上半期 下半期 

平成15年

度 

前倒し内容等 

13年度 14年度 15年度 

ｇ 経済的負担を課す措置につい

ては、その有効性についての国民

の理解の進展、措置を講じた場合

の環境保全上の効果、国民経済に

与える影響等についての調査研

究結果、諸外国における取組の現

状等、措置を取り巻く状況の進展

も踏まえ、幅広い観点から検討す

る。 

措置   （環境省） 

平成13年10月より、中央環境審議会の地球温

暖化対策税制専門委員会において、地球温暖化

防止のための税制の在り方を審議しており、平

成14年６月に中間報告を取りまとめた。今後、

温暖化対策全体の検討状況を踏まえつつ、幅広

く国民各階各層の意見を聴きながら、さらに審

議を進める予定。 

   

ｉ 地球温暖化の防止や生態系の

保全など森林の有する多面的機

能が持続的に発揮されるよう、適

切な森林整備･保全を進める。 

【森林・林業基本法の制定：林業基

本法の一部を改正する法律（平成

13年法律第107号）】 

【森林法の一部を改正する法律（平

成13年法律第109号）】 

【森林・林業基本計画制定、全国

森林計画変更】 

措置   （農林水産省） 

 森林・林業基本法の制定（平成13年法律第107

号）、森林法の一部を改正する法律（平成13年法

律第109号） 

（平成13年７月施行） 

 全国森林計画変更 

（平成13年10月閣議決定）により措置済。 

  

 

 

 



 19

オ 情報的手法を用いた企業の自主的取組の推進 

実施予定時期 規制改革3か年計画（改定） 

平成14年度 実施予定時期 事項名 措置内容 

上半期 下半期 

平成15年

度 

前倒し内容等 

13年度 14年度 15年度 

ａ 事業活動における環境保全の

ため取組を促進するため、取組成

果の評価指標の整備や企業の利

害関係者別に求める環境情報の

多様性の調査、環境報告書及び環

境会計に係るデータベースの構

築等による取組状況の情報提供

を行うなど、事業活動に係る企業

の自主的取組を促進するための

行政支援策を講ずる。 

【ステークホルダー重視による環

境レポーティングガイドライン２

００１】 

一部措置 措置  （環境省） 

環境報告書データベースを平成14年９月１日

よりインターネット上にて公開することを平成

14年８月20日に公表した。また、シンポジウム

等による普及方策も引き続き実施していく。 

環境会計ガイドライン2002年版に関連情報を

加えて、平成14年６月５日に環境会計ガイドブ

ック2002年版として公表した。 

環境パフォーマンス指標について、平成13年

度に実施した2000年度版ガイドラインのパイロ

ット事業の成果を平成14年８月20日に公表し

た。今後これを踏まえて指標の見直しを行い、

比較可能性の向上を図るなど、より有用な指標

を整備するため、事業者の環境パフォーマンス

指標2000年度版ガイドラインの改訂を行い、新

規ガイドラインの策定を行う。 

一部措

置済 

措置  ①環境報告書及

び環境会計の

普及促進の方

策 

（環境省、経済産

業省） 

ｂ 環境報告書及び環境会計に取

り組む企業へのインセンティブ

付与の方策やこれら企業が社会

から適正な評価が得られ結果と

して企業の競争力の向上につな

がるような方策など、普及促進の

ための新たな枠組みや普及定着

に向けた政府目標の設定につい

て検討し結論を出す。 

一部結論 結論  （環境省） 

環境報告書の普及促進や信頼性確保を図るた

めの枠組みの在り方について、平成13年度の検

討結果を平成14年８月27日に公表した。平成14

年９月より、引き続き本検討結果を踏まえた検

討を行い、平成14年度末に結論を出す。 

 

検討 結論  
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実施予定時期 規制改革3か年計画（改定） 

平成14年度 実施予定時期 事項名 措置内容 

上半期 下半期 

平成15年

度 

前倒し内容等 

13年度 14年度 15年度 

②環境報告書及

び環境会計の

比較可能性の

確保 

（環境省） 

環境報告書の記載内容となる環

境会計及び環境対策の評価結果（環

境パフォーマンス情報）について、

環境会計ルールの明確化のため環

境保全対策に係る効果の体系付け

等の理論的課題について検討を加

えるとともに、環境パフォーマンス

情報の集計方法を体系化する等に

より、実務上の利便性を向上させた

ガイドラインの改訂を行う。その

際、業種間の比較がより一層的確か

つ容易なものとなるよう項目の共

通化を図りつつ、業種別の比較可能

性の観点から更に検討する。 

【環境会計ガイドライン2002年版】 

一部措置 措置  （環境省） 

環境会計ガイドライン2002年版に関連情報を

加えて、平成14年６月５日に環境会計ガイドブ

ック2002年版として公表した。 

 

一部措

置済 

措置  
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実施予定時期 規制改革3か年計画（改定） 

平成14年度 実施予定時期 事項名 措置内容 

上半期 下半期 

平成15年

度 

前倒し内容等 

13年度 14年度 15年度 

③環境報告書及

び環境会計の

信頼性の確保 

（環境省） 

国際的な動向を踏まえ、我が国

においても第三者機関による監査

制度の在り方も含めた環境報告書

及び環境会計の内容の信頼性確保

を図るための枠組みについて、以下

の点に留意の上、検討し結論を出

す。 

ａ 監査実施者の専門家資格の創

設あるいは公認及びその養成や

資質向上について策を講ずる。

専門家資格を創設する場合には

資格に期限を設定するとともに

民間の認証機関とし、公認の資

格の場合は現在監査を実施して

いる公認会計士なども可能とす

る。 

ｂ 可能な限り、監査手法や監査範

囲､監査基準について標準的な

ものを明らかにする。 

ｃ 第三者監査は報告書を作成す

る者にとって多大なコスト負担

とならないことに留意する。 

ｄ 企業に不利な情報についても

環境報告書及び環境会計に盛り

込む。 

ｅ 記載内容が虚偽であった場合

の行政の対応についても検討す

る。 

一部結論 結論  （環境省） 

環境報告書の普及促進や信頼性確保を図るた

めの枠組みの在り方について、平成13年度の検

討結果を平成14年８月27日に公表した。平成14

年９月より、引き続き本検討結果を踏まえた検

討を行い、平成14年度末に結論を出す。 

検討 結論  
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カ その他 

実施予定時期 規制改革3か年計画（改定） 

平成14年度 実施予定時期 事項名 措置内容 

上半期 下半期 

平成15年

度 

前倒し内容等 

13年度 14年度 15年度 

措置   （農林水産省） 

 製材工場残材、建設発生木材等の未利用木質

資源のエネルギー化を促進するため、木質バイ

オマス発電施設や木質ペレット製造施設等の整

備等に対する助成措置を、平成14年度予算で実

施。 

逐次実施 ④再生可能エネ

ルギー等の一

層の導入 

（経済産業省、環

境省及び関係府

省） 

太陽光発電、風力発電、バイオマ

スエネルギー等の再生可能エネル

ギーや燃料電池等の一層の導入促

進を図るため、より効率的・効果的

な支援策の検討を行うとともに、技

術革新の現状等を踏まえ、必要な環

境整備等を一層推進する。 

【新エネルギー利用等の促進に関

する特別措置法施行令の一部を改

正する政令（平成14年政令第15号）】 

一部措置 

 

 

 

一部措置 

逐次実施 

 

 

 

逐次実施 

（経済産業省） 

 電気事業者による新エネルギー等の利用に関

する特別措置法の制定。（平成14年６月７日公

布） 

（内閣官房、警察庁、総務省、経済産業省、国

土交通省、環境省） 

燃料電池自動車の政府率先導入、安全性の確

保を前提とした燃料電池に係る包括的な規制の

再点検等について、関係省庁の緊密な連携を図

るため、燃料電池実用化に関する関係省庁連絡

会議を設置。（平成14年５月15日） 

 

 


